第３号議案

当面する闘争方針（案）
１．賃金・労働条件の改善にむけたたたかい
【若干の情勢と経過】
①　人事院は８月８日、官民較差が76円、0.02%と極めて小さいことから月例給の改定を見送り、一時金についても民間と均衡していることから改定しないとする報告を行うとともに、給与制度の総合的見直しを検討することを表明しました。
給与制度の総合的見直しの検討については、地域間・世代間の配分のあり方や、職務や勤務実績に応じた給与、技能・労務関係職種の給与水準などについて検討を行うとしたことから、2006年に実施された給与構造改革の完了から２年しか経ていない状況下で、制度見直しの検討が進められようとしていることは到底納得できるものではありません。また、自公政権は「Ｊ-ファイル2013」のなかで、地方公務員賃金について「地域における民間賃金と同水準となるような給与の適正化、市場化テストの積極的な活用による公共サービス改革の推進および定員削減など、地方行革を推進し、総人件費を抑制する」、「地方における民間給与をより実態的に調査するよう、人事院に求める」としています。今回の給与制度の総合的見直しは、こうした意向を強く反映した地方公務員賃金に対する攻撃であることは明らかです。こうした動きに対して、公務員連絡会に結集し、見直しの必要性を含めて十分交渉・協議し、合意を前提とすることを強く求めていく必要があります。

さらに自公政権は、国公給与臨時特例削減の地方波及について「削減を行わない」と表明した自治体に対し、「なぜ削減しなかったのか」「自治体財政に余裕があるということか」といった総務省からの「調査」という名の威圧行為を強めています。地方固有の財源である地方交付税を人質にとった理不尽な自治体合理化攻撃に対し、断固反対していくたたかいを青年段階から構築していくことが重要となっています。
②　青年部では、反合理化闘争の集約点として、第30回自治労北海道青年部夏期交流集会に結集し、全道の仲間との大衆的な学習・交流を行ってきました。そうしたなか、「窓口業務を担当しているが、休職者もおり休むことができない」「慢性的な時間外が続いているが、一向に人員が増やされない」など、個人への業務の量の増加に対する不満や適切な人員配置がなされていない実態が多く出されました。また、「上司が時間外をつけないので自分もつけられない」「予算の上限があり時間外を請求できない」など、周りの仲間と思いを共有することができずに、不満はありつつも、自己解決してしまっている実態や、新規採用も回復傾向にある一方で、新人も即戦力としての働きぶりを求められ、採用間もない仲間がメンタル面の不調を訴える実態も明らかとなりました。そして、こうした実態を仲間と話し合い、問題の本質や改善するために必要なことを考え合うことにより、「オカシイ」という『気づき』や、問題の解決にむけて仲間と一緒にがんばろうという『決意』が出されてきました。
③　こうした仲間の『気づき』や『決意』を職場での運動につなげていくとともに、地方波及を阻止するたたかいのなかで、青年の主体的な行動によって削減率の圧縮などを勝ち取ってきた単組のたたかいに学びあい、仲間との学習、実態点検・実態討論を積み上げ、仲間の声に依拠した『ゆずれない要求』を確立し、「独自要求闘争」をはじめ、青年が主体的に問題を解決していくという、『運動の原点』に立ち返ることが必要です。
この間の取り組みから、職場で悩んでいる仲間、不満や憤りを感じている仲間がいるという事実は明らかです。「自分たちの問題は自分たちで解決していく」という決意のもと、仲間の声・職場の事実にこだわり、青年の主体的な行動を展開し、『要求の実現』と『さらなる組織強化』を勝ち取っていきましょう。
【具体的な取り組み】

（１）2013確定期闘争「自治労北海道青年部統一要求書」行動について

　　仲間の声にこだわり、仲間との学習と討論から青年の『ゆずれない要求』を確立し、自らの問題を自らが解決していくため、「自治労北海道青年部統一要求書行動」を取り組みます。

　　　　

　①具体的な取り組み

Ａ．単組・総支部の取り組み

・当面闘について議論し、情勢認識を一致させ、目的や意義を確認します。

・生活・職場実態点検手帳や夏期交流集会で使用した職場レポート等を活用した実態討論から仲間の声を集約し、『独自要求事項』を含めた要求書を作成します。

・基本組織に青年部で議論した意見、要求を反映していきます。
また、基本組織との連携を密にし、基本組織の交渉に青年部役員も参加していきます。
・青年部独自で要求書を提出し、当局からの文書回答を求めます。

・青年部独自での交渉を行います。

　　　Ｂ．地方本部での取り組み

　　　・地方本部幹事会や単組・総支部オルグを通じて、統一要求書行動の目的を確認するとともに、地本
統一行動などを実践しながら、全単組総支部での運動につなげます。
　　　　

　　②行動日程

　　　基本組織の闘争日程と連動させながら、進めることとします。

　　　各単組・総支部で基本組織の闘争日程を確認し、連携しながら取り組みを進めてください。

（２）国公給与臨時特例削減の地方波及を断固阻止するたたかいについて
　　この間の国からの不当な賃金削減の「強制」によって、道内でも多くの単組で賃金削減が行われています。一方で、福島町職労、ニセコ町職、北斗市職労、江別市職労などでは、実損額計算を軸としながら当局や基本組織に対し『要望書の提出』や『交渉への参加』など、青年部が主体的にたたかいを展開したことによって、削減率の圧縮などを勝ち取ってきています。

　　こうした単組のたたかいに学びあい、国からの不当な圧力による賃金削減を断固阻止するたたかい、４月以降の継続をさせないたたかいを、統一要求書行動と結合させながら青年段階から構築していきましょう。要望書などの様式については、別紙を参考としてください。
（３）賃金学習の強化について
　　国公給与臨時特例削減の地方波及をはじめとした賃金削減が行われるなか、青年層からは「住民サービスを落とすくらいなら賃金削減も仕方がない」「民間の賃金も上がらないなかで公務員が賃金上げろとは言いにくい」など、アキラメや委縮の声が出されています。しかし、夏期交流集会での講演学習などをつうじて、「安倍政権による下方平準化の動きが強まるなか、組織された労働者である私たちが労働組合として賃金要求をしなければ、全体の賃金底上げは実現できない。公務員労組として賃金闘争をする責任がある」ということを学んできました。
　　私たちは、厳しい情勢だからこそ、「そもそも賃金とは何か」「生活給として今の賃金は足りているのか」ということを確認していくことが必要ですし、国公給与臨時特例削減の地方波及や人事院勧告の問題点を見抜く学習が必要です。

　　改めて、「ゆずれない賃金要求」を確立するための賃金学習の強化と、仲間との率直な討論を全単組・総支部で取り組んでいきましょう。

　　※別冊の『賃金リーフ』を活用した読み合わせ学習を軸に、賃金学習を強化していきましょう。
　　
（４）北海道人事委員会への要請書行動
　　政府・総務省の助言という名の「指導」と道当局からの圧力が強まり、道人事委員会が第三者機関としての機能を果たせない状況になっています。その結果「制度は国で、賃金水準は地域で」の考え方が強められてきました。

　　また、道職員の仲間からは、15年間の長きにわたる独自削減が行われ、厳しい生活実態への不満や怒りの声も出されていますし、この間、道職員の賃金・労働条件の水準が市町村に影響を与えている実態もあります。
こうした情勢を踏まえ、道人事委員会の勧告も、道本部に結集する全単組の問題と捉え、取り組みを強化することが必要です。私たちの実態や思いを無視した勧告を出させないためにも、道人事委員会への要請書行動を取り組みます。
　　◆行動日程　９月２５日（水）１５：００までに道本部青年部に必着とします。
送付先　　札幌市北区北6条西7丁目　　北海道自治労会館２階　

自治労北海道本部　青年部　宛　　
　　　　　　　　　
２．反戦・反核・平和、政治闘争の強化について
【若干の情勢と経過】
　　東日本大震災で発生した東京電力福島第一原発の事故は、いまだ15万人を超える住民が避難している状況や汚染水が大量に海洋流出するなど「核と人類は共存できない」ことを改めて明らかにしました。
こうしたなか、政府・電力資本は、事故収束の目途すらたっていないにも関わらず、自らの利益のみを追求し、原発再稼働や海外輸出などを押し進め、地域住民の安全な暮らしを脅かしています。
また、民主党政権の歴史的な惨敗によって衆参両院で圧倒的多数を占めた安倍政権は、憲法改正の動きを強め、96条の改正をはじめとして「国防軍の創設」や「集団的自衛権行使の容認」などの「戦争のできる国づくり」が着々と進められており、改めて政治闘争の重要性も明らかとなっています。

私たちは、こうした地域住民の生命や権利を脅かす反動的な動きに対し、断固反対していく取り組みを進めていくことが必要ですし、政府・資本が「なぜ原発再稼働をめざすのか」「なぜ憲法を改正しようとしているのか」といった真のネライを知る学習を深めていくことが重要です。
【具体的な取り組み】
①憲法改正の問題点を明らかにするため、自民党が発表した「憲法改正草案」などを活用した学習を強化していきます。また、憲法改正や原発再稼働について、「率直にどう思うのか」を仲間と討論します。
②「10．５さようなら原発北海道集会inいわない」「11．23幌延デー」をはじめとする諸集会に積極的に結集し、他産別・地域の仲間とともに、脱原発社会の実現にむけた国民世論を高めていきます。

③連合青年委員会などが主催する各種集会に積極的に結集し、私たちの仕事や生活と政治の関わりを意識するとともに、政治闘争を通年の取り組みとして強化していきます。

３．交流集会運動の強化について

【若干の情勢と経過】
　　道本部青年部では、８月30日～９月１日の３日間、美瑛町の国立大雪青少年交流の家で、第30回自治労北海道青年部夏期交流集会を開催し、全道から結集した107単組・総支部397人（うち女性95人）の仲間と学習・討論を深めてきました。集会では、３地本からの構成詩や講演での情勢学習、職種別分散会での実態討論を行ってきましたが、集会をつうじての感想のなかで「青年部を復活させた構成詩に勇気をもらった。自分の単組も復活にむけて頑張りたい」「自分の単組でも独自要求を提出しているが、江別のアキラメない姿勢に共感した。もっと頑張ってみようと思う」といった声や、「自分の単組では当たり前だったことが実はオカシイことだと気づいた」など、多くの『気づき』や『決意』が出されてきました。
　　今後は、こうした多くの『気づき』や『決意』を職場での運動につなげていくとともに、第14回地方協別夏期交流集会、第19回自治労青年女性中央大交流集会にむけて、事後の取り組みの強化とあわせて以下の点に取り組んでいきましょう。
　　

【具体的な取り組み】
①集会で得た『気づき』や『決意』を単組・職場での運動につなげていくため、事後の報告会や教宣の発行、学習会の開催など、多くの仲間に丁寧に伝える取り組みを強化します。
②改めて、職場の実態や仲間の思いを全体化するため、夏期交で使用した「職場レポート」を使った実態討論を全単組・総支部で行います。
③第14回地方協別夏期交流集会、第19回自治労青年女性中央大交流集会を集約点とした交流集会運動の強化にむけて、年内に実行委員会を立ち上げ、この間の取り組みの総括から具体的な獲得目標を明確にしていきましょう。
２０１３年　　月　　日

０００（市町村）

（市町村）長　０００００　　　　様

　　　　　　　　　　　　　０００００市町村職労働組合
青年（女性・婦人）部長　　　　

青年労働者の賃金・労働条件改善を求める要求書

　私たちは、それぞれの職場で、住民の生活に欠くことのできない業務に従事し、円滑な行政を推進するために日夜努力しています。

　しかし、これまでの度重なる賃金合理化攻撃により、私たちの生活実態は大変厳しい状況におかれ、特に家庭を持つ青年からは切実な声が多く出されています。また、業務量の増大と時間外労働の慢性化、退職者不補充など、厳しい職場環境のなか、健康が破壊され、若年者の長期療養・退職が増加している状況にあります。

　以下に示した要求項目は、行政の最前線で働く青年労働者が意欲をもって働ける職場にするため、また、私たちの生活や権利を守るため、青年労働者として譲ることのできない切実な要求であり、これら生活・職場実態に基づく要求の実現を強く求めます。

　なお、回答は　　月　　日までに文書で回答されるよう求めます。

【　統一要求事項　】

１　初任給の引き上げ、昇格・昇給基準の改善などにより、青年層の賃金水準を改善すること。
２　職場環境の改善と将来にわたって行政サービスに責任を持つため、計画・継続的な新規採用を行うこと。また、しっかりと職場実態を把握し適正な人員配置に努めること。

３　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。

４　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。
【　独自要求事項　】
　１．
【要請文　例文】
要　請　文

北海道人事委員会　委員長　中澤　義則　様

日頃から地方自治の確立にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

道人事委員会の勧告は、道職員のみならず市町村自治体職員や、その家族、さらには地域経済にまで関わる大変重要なものです。また、現在道では１５年目となる賃金独自削減が行われ、国公給与臨時特例削減に準じた賃金削減により、さらに職員の生活は限界に追い込まれています。
貴職におかれましては、労働基本権制約の代償機関として、人事委員会の果たすべき役割を十分認識され、下記事項の実現にむけ、最大限の努力を払われますよう強く要請します。
記
１．現在、行われている独自削減に対し、停止勧告を行うこと。

仮に勧告できない場合には、給与・一時金は独自削減を踏まえ、維持・改善の勧告を行うこと。

２．民間賃金水準を下回る若手道職員の減額前月例賃金を、民間賃金水準まで引き上げるよう勧告を行うこと。
　
３．独立した行政機関として公正な立場を確立し、労働基本権制約の代償機関として労働者の要求を反映すること。

2013年○月○日

自治労○○（市町村）職員（労働）組合

　　　青年部長（青年女性部長）　△△　△△㊞
○○知事・区・市・町・村長
　　　　　　○○　○○　　様
要　　請　　書
この間、総務省は『国公準拠』を理由として、ラスパイレス指数を使った賃金引き下げ、2006年の国家公務員の給与構造改革を地方公務員へ波及させることなどを強いてきました。加えて、集中改革プランの押し付けによる人員削減や、三位一体改革による自治体財政難にともなう独自賃金カットも余儀なくされてきました。この結果、多くの仲間が厳しい生活設計と苛酷な労働を強いられています。
そうしたなか、安倍政権は、2013年1月24日に「国家公務員の給与改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講じるよう要請する」とした閣議決定が行われ、1月28日に総務大臣から同様の趣旨で通知が行われています。
そもそも、国が賃金削減を地方に強要することは、地方自治の本旨に反するものであり、賃金・労働条件の変更については、労使交渉によって決められるべきものであります。
職場で働く仲間からは、「生活費を切り詰めなければ、子どもの養育費も払えない」「大学の奨学金や車のローンもあり毎月ぎりぎりの生活をしている」「国の言われるがままに賃下げをすれば、地域経済に影響を与えてしまう」など、生活をしていくことに大きな影響をもたらすことへの不安・不満の声が出されています。
今回の国による地方自治への介入は、私たちがめざす自治体行政の充実や分権自治確立とは逆行するものであり、到底納得できることではありません。そして、職場で働く者の生命と権利を保障することは使用者としての責務であり、「定年まで元気で働き続けられる職場」の確立と、その基礎となる「安心して生活できる賃金水準の確保」は、私たち青年・女性の切実な要求です。
よって私たちは、青年・女性の生活・職場実態を踏まえ、賃金の減額支給措置を行わないことを強く要請します。
　２０１３年　　月　　日
	〔わたしの職場生活実態と要求の声〕



【要求項目】


◆統一要求事項


　①　初任給の引き上げ、昇格・昇給基準の改善などにより、青年層の賃金水準を改善すること。


②　職場環境の改善と将来にわたって行政サービスに責任を持つため、計画・継続的な新規採用を行うこと。また、しっかりと職場実態を把握し適正な人員配置に努めること。


③　時間外労働の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。


④　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。


　


◆独自要求事項


　　※　各単組・総支部での独自要求項目とします。








